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 平成 23 年 6 月 24 日 

 第 ５１ 期   決 算 公 告  
 

東京都品川区北品川一丁目１９番４号 
沖 ウ ィ ン テ ッ ク 株 式 会 社 
 取締役社長    紀 陸  保 史   

 
 貸  借  対  照  表  

 （平成２３年３月３１日現在） 
科    目 金   額 科    目 金   額 

〔 資 産 の 部 〕 千円 〔 負 債 の 部 〕 千円 
流 動 資 産  １７，１３４，１８３  流 動 負 債  ７，４２８，１１５  
  現 金 預 金 ２，１５８，５７９    支 払 手 形 ５４８，８６４  
  受 取 手 形 ５４７，９５５    工 事 未 払 金 ５，２４２，２７０  
  完 成 工 事 未 収 入 金 ８，４５８，９３３    未 払 費 用 ７２４，５９７  
  有 価 証 券 ４，８２０，３９５    未 払 法 人 税 等 ３８，６５２  
  未 成 工 事 支 出 金 ４６１，１９４    未 払 消 費 税 等 １８０，３９６  
  材 料 貯 蔵 品 １５１，４１７    未 成 工 事 受 入 金 ２０６，３０４  
  繰 延 税 金 資 産 ３５８，１９２    完成工事補償引当金 ４，０００  
  そ の 他 １９５，５１４    工 事 損 失 引 当 金 １６７，３１７  
  貸 倒 引 当 金 △  １８，０００    そ の 他 ３１５，７１０  
固 定 資 産  ６，６９４，５２９  固 定 負 債  ２，５６４，２５６  
 有 形 固 定 資 産  ２，６６５，７７７    退 職 給 付 引 当 金 １，１３４，４３９  
  建 物 ４０８，６６８    役員退職慰労引当金 １１３，８６０  
  土 地 ２，１６９，９５１    長 期 未 払 金 １，２６４，９３３  
  そ の 他 ８７，１５６    そ の 他 ５１，０２３  
 無 形 固 定 資 産  １２３，０２９  負 債 合 計 ９，９９２，３７２  
 投資その他の資産  ３，９０５，７２３  〔 純 資 産 の 部 〕   
  投 資 有 価 証 券 １，０３２，２６３  株 主 資 本  １３，７６０，２９９  
  関 係 会 社 株 式 ６２６，４３８   資 本 金  ２，００１，９００  
  長 期 貸 付 金 ２５１，０００   資 本 剰 余 金  １，６００，９００  
  保 証 金 ３１８，９４１    資 本 準 備 金 １，６００，９００  
  保 険 積 立 金 ３５３，９８０   利 益 剰 余 金  １０，１５７，４９９  
  長 期 前 払 費 用 ２，５１３    利 益 準 備 金 １７８，５９９  
  繰 延 税 金 資 産 １，０５７，８６８    その他利益剰余金 ９，９７８，９００  
  そ の 他 ４３７，７１７    別 途 積 立 金 ８，８００，０００  
  貸 倒 引 当 金 △ １７５，０００    繰越利益剰余金 １，１７８，９００  
     評 価 ・ 換 算 差 額 等  ７６，０４０  
      その他有価証券評価差額金 ７６，０４０  
     純 資 産 合 計 １３，８３６，３４０  
資 産 合 計 ２３，８２８，７１２  負 債 純 資 産 合 計 ２３，８２８，７１２  
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 損  益  計  算  書  

 （自 平成２２年４月１日  至 平成２３年３月３１日） 
科     目 金       額 

 千円 千円 
 完 成 工 事 高    ２１，８８４，５０３  

 完 成 工 事 原 価     １８，０３１，１６３  

  完 成 工 事 総 利 益    ３，８５３，３４０  

 販 売 費 及 び 一 般 管 理 費     ３，３３０，３９５  

  営 業 利 益    ５２２，９４４  

 営 業 外 収 益       

  受 取 利 息 配 当 金  ９１，４７６    

  保 険 返 戻 金  １８，８６３    

  そ の 他  ２８，７８３  １３９，１２３  

 営 業 外 費 用       

  支 払 利 息  ２０７    

  そ の 他  ２，６９５  ２，９０３  

  経 常 利 益    ６５９，１６４  

 特 別 利 益       

  投 資 有 価 証 券 売 却 益  １４    

  貸 倒 引 当 金 戻 入 額  ８，９９０  ９，００５  

 特 別 損 失       

  固 定 資 産 除 却 損  １，８８２    

  投 資 有 価 証 券 売 却 損  ４，０８９    

  投 資 有 価 証 券 評 価 損  ６５２    

  ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損  ２，４１８    

  株 式 交 換 関 連 費 用  ２８，４３７    

  抱 合 せ 株 式 消 滅 差 損  ７０，９３１    

  資 産 除 去 債 務 会 計 基 準 の 
適 用 に 伴 う 影 響 額  ６，９１９    

  退 職 給 付 制 度 改 定 損  ３５９，１４７    

  再 就 職 支 援 費 用  １２，３５０    

  特 別 退 職 金  ３７１，４８０  ８５８，３０８  

 税 引 前 当 期 純 損 失     １９０，１３８  

  法人税 、 住民税及び 事業税  ２３，１５１    

  法 人 税 等 調 整 額  △ ７８，４５２  △５５，３０１  

 当 期 純 損 失     １３４，８３６  
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個  別  注  記  表  
[重要な会計方針に係る事項に関する注記]  
    
 １．有価証券の評価基準及び評価方法   
 (１) 満 期 保 有 目 的 の 債 券  償却原価法（定額法） 
 (２) 子会社株式及び関連会社株式  移動平均法による原価法 
 (３) そ の 他 有 価 証 券  
  時 価 の あ る も の  決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部

純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算
定） 

  時 価 の な い も の  移動平均法による原価法 
   
 ２．たな卸資産の評価基準及び評価方法  
 (１) 未 成 工 事 支 出 金  個別法による原価法 
 (２) 材 料 貯 蔵 品  総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法により算定） 
    
 ３．固定資産の減価償却の方法   
 (１) 有 形 固 定 資 産  
  （リース資産を除く）  

定率法 
ただし、平成１０年４月１日以降取得した建物（建物附属設備
を除く）については定額法 

 (２) 無 形 固 定 資 産  
  （リース資産を除く）  

定額法 
なお、自社利用ソフトウェアについては、社内における利用可
能期間（５年）に基づく定額法 

 (３) リ ー ス 資 産  
    

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採
用しております。 
なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取
引開始日が平成２０年３月３１日以前のリース取引については、
通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており
ます。 

    
 ４．引当金の計上基準   
 (１) 貸 倒 引 当 金  売上債権、貸付金等の貸倒による損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権
については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計
上しております。 

 (２) 完 成 工 事 補 償 引 当 金  完成工事に係るかし担保の費用に備えるため、当事業年度末
に至る１年間の完成工事高に対する将来の見積補償額に基づ
いて計上しております。 

 (３) 工 事 損 失 引 当 金  受注工事に係る将来の損失に備えるため、当事業年度末に
おける手持工事のうち、損失発生の可能性が高く、かつ金額を
合理的に見積ることができる場合に、その損失見込額を計上し
ております。 

 (４) 退 職 給 付 引 当 金  従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退
職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上しておりま
す。 
過去勤務債務は、その発生時における従業員の平均残存勤
務期間以内の一定の年数（１３年）による定額法により費用処
理しております。 
数理計算上の差異は、各期の発生時における従業員の平均
残存勤務期間以内の一定の年数（１３年）による定額法により
それぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとしておりま
す。 
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    （追加情報） 
当事業年度における過去勤務債務及び数理計算上の差異の
償却年数について、従来、従業員の平均残存勤務期間以内の
一定の年数として１４年を採用しておりましたが、従業員の平均
残存勤務期間が１４年を下回ったため、償却年数を１３年として
おります。 
これにより、当事業年度における営業利益及び経常利益は、   
それぞれ１９，１３２千円減少し、税引前当期純損失は、      
１９，１３２千円増加しております。 

 (５) 役 員 退 職 慰 労 引 当 金  役員の退職慰労金の支給に備えて、内規に基づく期末要支
給額を計上しております。 

 
    
 ５．完成工事高及び完成工事原価の計上基準  
 (１) 当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事 
   工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法） 
 (２) その他工事 工事完成基準 
     
 ６．消費税等の会計処理    
  消費税及び地方消費税に相当する額の会計処理は、税抜方式によっております。 
     
 ７．連結納税制度の適用    
  当社は、平成２２年６月１日付で沖電気工業株式会社の完全子会社となったことに伴い、同日以降より

沖電気工業株式会社を連結納税親法人とする連結納税主体の連結納税子法人として連結納税制度を
適用しております。 

     
[会計方針の変更]    
 資産除去債務に関する会計基準等    
  当事業年度から、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第１８号 平成２０年３月３１日）及

び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第２１号 平成２０年３月３１
日）を適用しております。 
これにより、当事業年度の営業利益及び経常利益は、それぞれ８３２千円減少し、税引前当期純損失は
７，７５２千円増加しております。また、当会計基準の適用開始による資産除去債務の変動額は１２，９６７
千円であります。 

     
[貸借対照表に関する注記]    
      
 １．有形固定資産の減価償却累計額  １，２１０，４２６千円   
       
 ２．関係会社に対する金銭債権・金銭債務    
  短期金銭債権  ９２１，２８０千円   
  短期金銭債務  ２，４７３，２７３千円   
  長期金銭債権  ２７４，３６８千円   
  長期金銭債務  １４，５６４千円   
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[税効果会計に関する注記]  
   
 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳  
  繰延税金資産     
  貸倒引当金 ７１，０３５千円   
  工事損失引当金 ６８，０９８千円   
  未払賞与 １５１，７８７千円   
  退職給付引当金 ４６１，７１６千円   
  役員退職慰労引当金 ４６，３４１千円   
  資産評価損 ６２，４９５千円   
  未払賞与に係る社会保険料 ２０，２８６千円   
  ＤＣ移換金 ５９３，３９７千円   
  繰越欠損金 １０１，６３９千円   
  その他 ８３，８８４千円   
  繰延税金資産小計 １，６６０，６８０千円   
  評価性引当額 △１９０，３０７千円   
  繰延税金資産合計 １，４７０，３７２千円   
  繰延税金負債    
  その他有価証券評価差額金 △５２，１８９千円   
  その他 △２，１２２千円   
  繰延税金負債合計  △５４，３１２千円   
  繰延税金資産の純額 １，４１６，０６０千円   
       
  
[関連当事者との取引に関する注記]  
   
１ 親会社等 

種類 

会社等 

の名称又は

氏名 

所在地 

資本金又 

は出資金 

(千円) 

事業の 

内容又は 

職業 

議決権等 

の所有 

(被所有) 

割合(％) 

関連当事者との 

関係 

取引の 

内容 

取引金額 

(千円) 
科目 

期末残高 

(千円) 

親会社 沖電気工 

業㈱ 

東京都 

港区 

44,000,000 

完成工事未収

入金 
779,574 

    

(被所有) 

直接 100.0 

 

工事請負 1,892,086 

未成工事受入

金 
2,562 

    

電 子 通

信 ・情報

処理・ｿﾌﾄ

ｳｪｱの製

造 ・販売

及びこれ

らに関す

る ｼ ｽ ﾃ ﾑ

の構築・ｿ

ﾘ ｭ ｰ ｼ ｮ ﾝ

の提供、

工事 ・ 保

守及びそ

の他ｻｰﾋﾞ

ｽなど 

 

当社は情報通信シス

テム工事及び電気設

備工事を請負施工し

ております。また前

記工事に関連する一

部の資材等を購入し

ております。 

役員の兼任 

資材等の 

購入 
2,212,623 工事未払金 1,390,812 

(注) １．上記金額のうち、取引金額には消費税等を含まず、期末残高には消費税等を含んで表示しております。 

 

     ２． 取引条件及び取引条件の決定方針等 

        工事請負、資材の購入については、当社と関係を有しない他の当事者の取引条件と同様に決定しております。 
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２ 子会社等 

種類 

会社等 

の名称又は

氏名 

所在地 

資本金又 

は出資金 

(千円) 

事業の 

内容又は 

職業 

議決権等 

の所有 

(被所有) 

割合(％) 

関連当事者との 

関係 

取引の 

内容 

取引金額 

(千円) 
科目 

期末残高 

(千円) 

子会社 ㈱ オ ー ケ

ーエンタプ

ライズ 

東京都 

品川区 

200,000 建設資材

の販売、

リース及

び不動産

賃貸事業

並びに一

般派遣事

業 

(所有) 

直接 100.0 

 

当社への建設資材

の納入、リース、不

動産賃貸及び一般

派遣事業を行ってお

ります。 

資材等の 

購入 
1,196,515 工事未払金 510,101 

(注) １.上記金額のうち、取引金額には消費税等を含まず、期末残高には消費税等を含んで表示しております。 

 

     ２．取引条件及び取引条件の決定方針等 

       資材の購入については、当社と関係を有しない他の当事者の取引条件と同様に決定しております。 
 

  
３ 兄弟会社等 

種類 

会社等 

の名称又は

氏名 

所在地 

資本金又 

は出資金 

(千円) 

事業の 

内容又は 

職業 

議決権等 

の所有 

(被所有) 

割合(％) 

関連当事者との 

関係 

取引の 

内容 

取引金額 

(千円) 
科目 

期末残高 

(千円) 

親会社

の子会

社 

㈱ＯＫＩネッ

トワークス 

東京都 

港区 

490,000 通信事業

分野のマ

ー ケ テ ィ

ング 、 商

品(プロダ

クト、ＳＩ、

サービス)

の企画 ・

開発及び

販売 

― 

 

当社は情報通信シス

テム工事を請負施工

しております。また、

前記工事に関連する

一部の資材等を購

入しております。 

資材等の 

購入 
1,473,964 工事未払金 531,704 

(注) １.上記金額のうち、取引金額には消費税等を含まず、期末残高には消費税等を含んで表示しております。 

 

     ２．取引条件及び取引条件の決定方針等 

       資材の購入については、当社と関係を有しない他の当事者の取引条件と同様に決定しております。 
 

  
[１株当たり情報に関する注記]  
     
 １．１株当たり純資産額 １，１４７円９３銭   
 ２．１株当たり当期純損失 １１円１９銭   
      
 


